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２．最近の取り組み

１．2016年3月期第1四半期決算について

３．株式分割について
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経営環境認識（日銀短観ソフトウェア投資）

12

企業のソフトウェア投資は高水準で堅調に推移

 銀行業、保険業でＩＴ投資の大幅な改善が期待される

（出所）日銀短観（2015年6月調査）企業に対するアンケート調査に基づく

（前年度比％） ソフトウェア投資額

保険業

銀行業

金融商品取引業
（証券業）

大企業・製造業

大企業・非製造業
（金融機関を含まず）

6月短観 カッコ内は前回3月調査との比較

大企業・製造業 3.5 (+2.2)
大企業・非製造業 2.4 (+2.7)
銀行業 20.0 (-4.9)
金融商品取引業（証券業） 8.3 (+7.9)
保険業 19.5 (+0.8)
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受注残高（当期売上予定分）は堅調に推移

売上高累計額＋受注残高（当期売上予定分）の推移
（億円）
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コンサルティング • 顧客基盤の拡大、グローバル事業展開、業務コンサル、業務×ITコンサル、IT部門構造改革

金融ＩＴソリューション

証券業

• 野村證券の国内ITシステム刷新プロジェクトの完遂
• 大手顧客との更なる関係強化
• リテールフロント、ホールセール領域への事業拡大、証券BPO事業の拡大
• 制度改正対応（マイナンバー、金融所得一体課税（公社債）、ジュニアNISA）への対応

保険業
• 既存顧客の大型案件への着実な対応、新規顧客の開拓、新規案件の獲得
• 制度改正（マイナンバー）への対応

銀行業
• 大手銀行のBestway/JJ移行案件の推進
• メガバンク顧客基盤の拡大、ネットバンク事業の拡大
• 制度改正対応（マイナンバー、金融所得一体課税（公社債）、ジュニアNISA）への対応

その他金融業等
• 大型顧客の開拓、新規案件・グローバル案件の獲得
• 資産運用BPO事業の拡大

産業ＩＴソリューション

流通業 • 主要顧客の事業規模拡大や海外展開等の対応

製造・サービス業等
• コンサルとシステムが協力し、新規顧客の開拓や既存顧客の深耕を図る
• ERP事業の強化、グローバル案件推進

2016年3月期の取り組み

足元の状況
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大規模プロジェクトの獲得、新規顧客創出・拡大を目指す
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最近の取り組み

日本生命との資本業務提携
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処分期日 2015年6月10日

処分株式数
当社普通株式 5,618,300株
（発行済株式総数の2.50%、総議決権数の2.77%）

処分価額 1株につき4,665円

調達資金の額 26,209,369,500円

処分方法 第三者割当

処分先 日本生命保険相互会社

自己株式処分の概要

日本生命との強固で長期的なパートナーシップを構築

 日本生命を割当先とする第三者割当による
自己株式処分を実施

• 日本生命が第8位の大株主に（3.03%の株式保有）

 先端情報技術の活用による、更なる効率的
かつ盤石なシステム態勢の研究

 新たな保険ビジネスモデルの検討

 保険・ＩＴ領域に精通した高スキル人材の育成

 日本生命グループにおけるＩＴ戦略の更なる進化に向けた取り組みを支援

業務提携

資本提携
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最近の取り組み

米国Brierley+Partners社の買収
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社名 Brierley+Partners (Brierley & Partners, Inc.)

所在地 Texas, USA

事業内容
デジタルマーケティングに係る、コンサルティング
事業及びITサービス事業

設立年月 1984年5月 （1985年に事業開始）

主要顧客

• Hertz
• Hilton Worldwide
• Levi’s
• GameStop
• Seven-Eleven
• Hard Rock
• American Eagle Outfitters
• Fresh & Easy Neighborhood Market, など

Brierley+Partners社の概要

Brierley+Partners社の買収（子会社化）が2015年4月30日に完了

 2015年5月から同社の業績を連結業績に反映

 本買収が連結業績に与える影響は、連結業績予想（4/23公表）に織り込み済み

調印式の様子
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最近の取り組み

SinoCom社からの事業譲り受けに関する契約を締結
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中国のオフショアパートナー会社SinoCom Software Groupとの間で、
同社のNRI向けオフショア開発事業の譲り受けに関する契約を締結

 取得金額はHK$190million （約30億円）※を予定

中国におけるオフショア開発・保守運用体制の中核とし、
品質と生産性の向上を通じて、一層の競争力強化を図る

法人名
SinoCom Software Group Limited （中訊軟件集團股份有限公司）
（サイノコムソフトウェアグループ）

所在地 香港

創業 1995年

上場 2004年 香港証券取引所上場 （証券コード0299）

連結売上高 HK$582million （約93億円）※

主な事業 ソフトウェア受託開発、技術支援サービス

SinoCom社の概要

※1HK$=16円として換算


